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第二次えひめ循環型社会推進計画に関する調査結果について 

 

 

 

Ⅰ アンケート調査の概要 

【目 的】 

「第二次えひめ循環型社会推進計画」を適正に推進するため、また、過去の調査結果との経

年変化を把握するため、各事業者、団体におけるリサイクルの取組みや再生資源の利用状況等

を把握することを目的とする。 

 

【調査対象】 

 県内の製造業等319事業所、小売店86店舗及びＮＰＯ法人等48団体 

 

【調査時期】 

平成19年 10月 

 

【回答状況】H11,H16は過去に実施した調査の結果（以下同様） 

区  分 対象数 回答数 回収率 

H19 319 137 42.95% 

H16 335 151 45.07% 事業所 

H11 355 131 36.90% 

H19 86 29 33.72% 

H16 93 35 37.63% 小売店 

H11 105 36 34.30% 

ＮＰＯ等 H19 48 26 54.17% 
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Ⅱ 事業所アンケートの結果 

１．回答事業所の概要 

（１）業種別回答状況 

H19                           実施年度 

業種 対象数 回答率 回答数 

H16 

回答数 

H11 

回答数 

合 計 319 42.95% 137 151 131 

建設業 27 77.78% 21 26 22 

食料品製造業 32 37.50% 12 11 12 

水産食料品製造業 23 21.74% 5 9 5 

繊維工業 13 30.77% 4 3 3 

衣服・その他の繊維製品製造業 12 16.67% 2 4 4 

パルプ・紙・紙加工品製造業 42 40.48% 17 20 15 

化学工業、窯業、舗装材料・土石製品製造業 62 53.23% 33 28 24 

非鉄金属製造業 7 57.14% 4 5 5 

一般機械器具製造業 35 42.86% 15 16 17 

電気機械器具製造業 36 33.33% 12 13 12 

輸送用機械器具製造業 30 6.67% 2 11 10 

その他 - - 10 5 0 

 無回答 - - 0 0 2 

 

（２）回答事業所の従業員規模別割合 

事業所の従業員数

3.1

2.0

1.5

12.2

7.9

9.9

11.3

9.6

17.9

18.3

19.9

16.9

5.3

5.3

4.4

7.6

7.9

11.0

0.8

0.7

3.1

4.6

4.4 15.4

16.0

18.4

23.7

23.2

17.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

H11

H16

H19

１～４人

５～９人

１０～１９人

２０～２９人

３０～４９人

５０～９９人

１００～１９９
人
２００～２９９
人
３００人以上

回答なし
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２．取組みに関する調査結果 

（１）ISO14001の取得状況 

 ISO14001取得事業所の割合は31.6％で、7.1ポイント上昇している。 

ＩＳＯ14001取得状況

3.1

24.5

31.6

4.0

14.5

11.9

64.1

58.3

57.4

1.3

3.1

1.5

6.1

4.4

9.2

2.2 2.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

H11

H16

H19

取得している

取得に向け作業
中

取得を計画中

取得の予定はな
い

そのような規格
は知らない

無回答

 
 

（２）グリーン購入の取組み状況 

 一般品と同程度の価格水準であればグリーン購入に取り組む事業所の割合は 72.8％で、6.6

ポイント上昇している。 

グリーン購入の取組み状況

6.6

13.2

59.6

59.6

10.6

6.6

21.9

15.4

1.3

5.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

H16

H19

一般品より高価格で
も積極的に購入

一般品と同程度の価
格であれば購入

一般品より低価格で
あれば購入

特に意識していない

無回答

 

 

（３）グリーン購入実施の支障 

グリーン購入の支障

2

7

11

40

41

47

3

8

9

30

35

46

その他

一般の商品と比較して性能面で不安

取引先が該当商品を扱っていない

特になし

情報が不足しており、判断がつかない

一般の商品より割高

事業所数

H16 H19
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（４）自社内での廃棄物の再利用状況 

 自社内で再利用している割合は37.5％で、上昇傾向にある。 

事業所内における廃棄物の再利用状況

18.3

34.4

37.5

77.9

65.6

61.0

3.8

1.5

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

H11

H16

H19

再利用している

再利用していない
無回答

 

 

（５）他の事業所に廃棄物を引き渡しての再利用状況 

 他の事業所に引き渡して廃棄物を再利用している事業所の割合は 68.4％で、上昇傾向にあ

る。 

他事業所に引き渡しての廃棄物の再利用状況

24.4

62.3

68.4

65.6

37.1

28.7

9.9

0.7

2.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

H11

H16

H19
引き渡して再利用
している

引き渡していない

無回答

 
 

（６）廃棄物等に関する今後のリサイクル計画の有無 

 今後も何らかの計画を持つ事業所の割合が25％を占めている。 

今後のリサイクル計画の有無

7.9

8.1

78.7

70.2

67.6

12.2

1.3

7.4

1.5 7.6

19.9

16.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

H11

H16

H19
廃棄物全般について
計画がある

一部の廃棄物につい
て計画がある

具体的な計画はない

無回答
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（７）リサイクルに取り組むにあたっての課題 

リサイクルの課題

13

2

12

40

17

29

22

61

3

26

24

29

34

28

32

40

93

6

5

14

17

25

25

35

38

38

80

16

31

3

8

3

7

その他

企業機密漏洩のおそれ

従業員の意識が不十分

再生品流通の仕組みが未整備

再生品の品質が一定でない

再生品の需要が少ない

１事業所では効率的再資源化が困難

再生品の物流にコストがかかる

リサイクルのための技術・情報が無い

廃棄物の分別を徹底することが困難

リサイクル処理にコストがかかる

事業所数

H11 H16 H19

 
 

（８）廃棄物発生抑制のための工程変更の有無 

 廃棄物の発生を抑制するために製造ライン等の工程を変更したことがある事業所の割合は

39％で、上昇傾向にある。 

廃棄物発生抑制のための工程変更の有無

13.0

35.8

39.0

80.9

58.0

55.9

6.1

6.0

5.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

H11

H16

H19

工程を変更したこ
とがある
工程を変更したこ
とはない
無回答
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（９）工程変更実施の課題 

工程変更の課題

26

11

7

18

38

52

3

11

11

10

19

35

2

5

13

17

25

35

その他

変更を検討するための人材が不足

変更のために長期間製造ラインの停止が必要

変更前と同様の製品ができるか不安

変更のための技術・情報がない

変更に費用がかかりすぎる

事業所数

H11 H16 H19

 
 

（10）工程変更以外の取組事例 

 最も取り組まれているのはペーパレス化の促進で、22.6％の事業所が取り組んでいる。 

工程変更以外の取組事例

1.3

0.7

4.6

9.3

11.9

19.9

1.5

2.9

3.6

12.4

12.4

22.6

0.0 5.0 10.0 15.0 20.0 25.0

その他

飛散等によりロスする原材料の集積

長寿命機器の導入

リサイクルルートの模索

設計見直し等による生産性の向上

ペーパレス化の促進

取組事業所の割合（％）

H16 H19
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３．他の事業所で発生した廃棄物の原料等としての受入状況について 

（１）原料や燃料としての受入の有無 

 他事業所で発生した廃棄物を原料等として利用するために受け入れている事業所の割合は

17.6％で、上昇傾向にある。 

他事業所で発生した廃棄物の原材料としての受入状況

9.2

15.9

17.6

85.5

83.4

78.7

5.3

0.7

3.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

H11

H16

H19
受け入れ利用して
いる

利用していない

無回答

 
 

（２）再生資源受入の課題 

再生資源受入の課題

21

24

28

20

40

27

8

19

17

23

28

35

5

16

22

28

29

38

3 9
9

その他

再生資源は納期が不安定である

バージン原材料よりも高い

企画や品質保証制度が未整備

再生資源が量的に安定供給されない

再生資源受入のための技術・情報が無い

再生資源は品質が安定していない

事業所数

H11 H16 H19
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４．物流資材全般に関するリサイクルの取組みについて 

（１）物流資材リサイクルの実施状況 

 前回と比べやや低下しているが、使用後の梱包材などをリサイクルしている事業所の割合は、

52.9％である。 

物流資材リサイクルの実施状況

55.0

52.9

41.1

43.4

4.0

3.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

H16

H19

行っている

行っていない

無回答

 

 

（２）物流資材リサイクルの課題 

物流資材リサイクルの課題

9

27

47

26

25

15

6

13

12

19

26

18

8

10

11

15

16

18

21

21
21

その他

納入業者の協力が得られない

リサイクルする用途や委託業者がない

業者に引き渡すまでの保管場所がない

製造コストが高くなる

物流ルートや物流車輌の手配が困難

人件費がかかりすぎる

事業所数

H11 H16 H19
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５．使用済製品への対応状況について 

（１）使用済となった製品の回収・リサイクル等の対応の有無 

 使用済製品を回収してリサイクルしている事業所の割合は16.2％で、上昇傾向にある。 

使用済製品リサイクルの対応状況

7.6

13.2

16.2

4.6

5.1

57.3

65.6

59.6

6.1

7.3

23.7

9.3

6.6

5.3

12.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

H11

H16

H19
回収してリサイク
ル・処理している

リサイクルや処理
方法の普及・啓発
を行っている
特に対策は取って
いない

その他

無回答

 
 

（２）使用済製品リサイクルの課題 

使用済製品リサイクルの課題

20

17

29

20

8

13

18

15

31

12

17

18

20

29

その他

品質保証に関する制度が整備されていない

バージン原料購入より高価である

ルート構築・維持管理にコストがかかる

回収した製品のリサイクルにコストがかかる

事業所数

H11 H16 H19
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６．設計段階におけるリサイクルの取組みについて 

（１）製品の企画・設計段階におけるリサイクルへの配慮状況 

 前回と比べやや低下しているが、製品の企画・設計段階でリサイクルに配慮している事業所

の割合は22.1％となっている。 

企画・設計段階でのリサイクルへの配慮状況

24.5

22.1

9.9

10.3

56.3

58.1

9.3

9.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

H16

H19

製品の企画・設計
段階でリサイクル
に配慮

現在は対応してい
ないが、計画はあ
る

現在対応していな
いし、する予定も
無い

無回答

 

 

（２）企画・設計段階におけるリサイクルへの配慮に関する課題 

企画・設計段階におけるリサイクルへの配慮に関する課題

19

25

26

20

7

26

16

29

11

16

27

28

その他

考慮しても使用済み製品を回収する手段が無い

そのような企画・設計に関する技術や情報が無い

製造コストが上昇する

事業所数

H11 H16 H19

 

 

７．オフィスごみリサイクルへの取組みについて 

（１）事業所における取組み状況 

 オフィスごみのリサイクルに取り組んでいる事業所の割合は80.9％で、5.4ポイント上昇し

ている。 

オフィスごみリサイクルへの取組み状況

75.5

80.9

6.0 17.2

12.5

1.3

3.7 2.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

H16

H19

リサイクルして
いる

現在はしていな
いが、計画はあ
る
リサイクルして
いないし、計画
も無い
無回答
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（２）オフィスごみリサイクルの課題 

オフィスごみリサイクルの課題

8

12

25

19

26

14

20

9

6

17

34

34

32

12

9

14

14

23

30

43

18

その他

業者に安定して引き取ってもらえない

分別回収後の保管場所が無い

従業員の意識が高くない

リサイクル業者等の情報が無い

分別回収に手間がかかりすぎる

分別の徹底が困難

事業所数

H11 H16 H19

 
 

８．環境に関する情報公開について 

（１）環境報告書の作成状況 

 前回と比べやや低下しているが、環境報告書を作成している事業所は未公表を含めて

15.4％となっている。 

環境報告書の作成状況

17.2 1.3 29.8

31.6

50.3

47.1

1.3

5.913.2 2.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

H16

H19

作成・公表して
いる

作成している
が、公表には
至っていない
環境報告書を
知ってはいるが
未作成
よく知らない

 

 

（２）環境報告書作成の目的 

環境報告書作成の目的

7.1

3.6

21.4

46.4

57.1

60.7

85.7

9.5

14.3

23.8

66.7

66.7

71.4

90.5

競合企業との差別化

消費者からの要望

消費者とのコミュニケーションを促進するため

社会からの信頼を得るため

事業所の自主的な環境活動を促進するため

近年の環境意識の高まりによる

事業者としての社会的責務を果たすため

作成事業所に占める割合（％）

H16 H19

 

 

（３）環境報告書作成にあたっての課題 
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環境報告書作成にあたっての課題

1

2

3

3

7

4

2

3

4

6

7

その他

まだ消費者の関心が高くない

技術・ノウハウを持った人材が不足

どの程度の内容を盛り込めばよいのかわからない

作成・公表後もフォローが必要

多額のコストが必要

事業所数

H16 H19

 

 

９．資源循環促進税について 

（１）資源循環促進税の内容認識度 

 49.3％の事業所が、内容をよく知っている又はおおよそ知っていると回答している。 

資源循環促進税の認識度

無回答
2.2%

知らない
19.1%

聞いたこと
がある
29.4%

おおよそ
知っている
30.9%

よく知って
いる
18.4%

 

 

（２）税導入後の産廃埋立量の変化 

税導入後の産廃埋立量の変化

3

2

4

15

30

30

31

その他

埋立処分はリサイクルより安く変化なし

埋立処分量の削減につながった

埋立処分量自体少なく変化なし

埋立処分しておらず変化なし

導入後間もなく不明

埋立処分の削減に取組済で変化なし

事業所数
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（３）税導入で促進された取組み 

税導入で促進された取組み

2

2

3

8

28

36

49

その他

自社の中間処理による減量化

自社の再利用、再生利用

産廃の排出抑制

委託再生利用

導入後間もなく不明

減量・リサイクルに取組済で変化なし

何も変わっていない

事業所数
 

 

（４）税導入による経営上の影響 

税導入による経営上の影響

6

3

8

10

42

48

その他

埋立処分の抑制によりコストが低減

コスト減には至らずも社員の意識改革に効果

社員の意識改革にはつながったが負担は増加

ほとんど影響（効果）なし

導入後間もなく不明

事業所数
 

 

10.行政に期待する環境ビジネス支援制度 

行政に期待する環境ビジネス支援制度

2.0

0.7

6.0

15.2

37.7

37.7

37.1

3.6

2.2

2.2

10.9

20.4

27.0

29.9

30.7

0.0 5.0 10.0 15.0 20.0 25.0 30.0 35.0 40.0

その他

環境対策経費借入れに係る利子補給制度

環境対策経費の貸付制度

展示会

優良事業所の認定制度

環境配慮事業所への税優遇制度

環境対策経費への補助金制度

相談及び情報提供窓口の設置

回答した事業所の割合（％）

H16 H19

 

 



 14 

Ⅲ 小売店アンケートの結果 

１．回答小売店の概要 

（１）回答小売店の従業員規模別割合 

小売店の従業員数

11.1

5.7

6.9

8.3

11.4

10.3

16.7

5.7

6.9

11.1

3.4

5.6

11.4

10.3

11.1

8.6

10.3

2.8

11.4

13.8

8.3

20.0

25

25.7

37.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

Ｈ11

Ｈ16

Ｈ19
１～４人

５～９人
１０～１９人

２０～２９人
３０～４９人

５０～９９人
１００～１９９人

２００～２９９人

３００人以上

 

 

（２）環境問題担当従業員の配置状況 

 環境問題を担当する部署がある小売店は17.2％で、大幅に上昇している。 

環境問題担当者の配置状況

2.9 25.7

34.5

60.0

48.3

5.7

3.4 13.8

5.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

Ｈ16

Ｈ19

環境問題専任の部署が
ある

環境問題を他業務と兼
務する部署がある

環境問題専任の従業員
を配置

環境問題と他業務を兼
務する従業員を配置

環境問題を担当する従
業員はいない

無回答

 

 

（３）従業員に対する環境教育の実施状況 

 環境問題に関する研修等の従業員教育を行っている小売店の割合は 24.1％で、15.9 ポイン

ト低下している。 

従業員に対する研修の実施状況

40.0

24.1

57.1

69.0

2.9

6.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

Ｈ16

Ｈ19
行っている

行っていない

無回答
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（４）具体的な研修内容 

研修の内容

42.9

14.3

21.4

71.4

14.3

14.3

42.9

85.7

その他

外部研修への参加

外部の専門家を招聘

職場内の担当職員による店舗内研修

研修実施小売店に占める割合（％）

Ｈ16 Ｈ19

 
 

（５）ISO14001の取得状況 

 ISO14001を取得済の小売店は24.1％で、上昇傾向にある。 

ＩＳＯ14001の取得状況

22.9

24.1

5.6

3.4

25.0

3.4

5.6

2.9 2.9

2.8 58.2

62.9 8.6

10.3

2.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

Ｈ11

Ｈ16

Ｈ19

取得済みである

取得に向け作業
中である

取得を計画中で
ある

取得の予定は今
のところない

そのような規格
の存在も知らな
い
無回答

 

 

（６）グリーン購入の実施状況 

 一般品より高価格であっても積極的にグリーン購入に取り組むと回答した小売店が 20.7％

で、9.3ポイント上昇している。 

グリーン購入の実施状況

11.4

20.7

54.3

41.4

5.7

6.9

20.0

31.0

8.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

Ｈ16

Ｈ19

一般品より高価
格でも積極的に
購入
一般品と同程度
の価格であれば
購入
一般品より低価
格であれば購入

特に意識してい
ない

無回答
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（７）グリーン購入の支障 

グリーン購入の支障

2

1

4

8

13

13

1

3

6

8

11

その他

一般の商品と比較して性能面で不安

取引先が該当商品を扱っていない

一般の商品より割高

情報が不足しており、判断がつかない

特になし

小売店数

Ｈ16 Ｈ19

 
 

２．環境配慮型商品の販売について 

（１）取扱量が増加した環境配慮型商品 

環境に配慮したものの取扱い量が増加した商品（再生紙利用商品）

5.7

40.0

34.3

60.0

17.2

37.9

51.7

14.3
13.8

　その他

　キッチンペーパー

　ティッシュペーパー

　ノート・OA用紙

　トイレットペーパー

取扱い量が増加した小売店の割合（％）

Ｈ16 Ｈ19

環境に配慮したものの取扱い量が増加した商品（再生プラスチック利用商品）

5.7

28.6

5.7

42.9

6.9

10.3

　その他

　ボールペン・シャープペン

　洋服ハンガー

　台所用水切りネット

取扱い量が増加した小売店の割合（％）

Ｈ16 Ｈ19

環境に配慮したものの取扱い量が増加した商品（詰め替え型商品）

2.9

40.0

31. 4

51.4

54.3

65.7

10.3

20.7

2 4.1

41. 4

41. 4

48.3

55.2

57.1

　その他

　トイレ用使い捨て雑巾

　ウェットティッシュ

　洗濯用洗剤

　ボディーソープ

　食器用洗剤

　シャンプー・リンス

取扱い量が増加した小売店の割合（％）

Ｈ16 Ｈ19

 
（２）環境配慮型商品の取扱量が増加したきっかけ 
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環境配慮商品の取扱量が増加したきっかけ

1

4

3

12

15

1

1

6

9

11

3その他

学校等で利用するものに指定された

環境配慮型商品の方が仕入れ価格が安い

環境配慮型商品の方が品質が良くなった

会社（店）の方針

メーカーが生産に力を入れ物流量が増えた

環境配慮型商品に対する需要が増えた

小売店数

Ｈ16 Ｈ19

 

 

（２）取り扱わなくなった環境配慮型商品 

商 品 理 由 

ノート・ＯＡ用紙 品質が悪い 

ボールペン・シャープペン 消費者が選択しない 

※いずれも１小売店が回答 

 

（３）環境配慮型商品を販売するうえでの課題 

再生紙利用商品を販売するうえでの課題

5

1

1

8

17

18

2

3

6

20

20

1

7

13

18

その他

公的機関で指定されていない

メーカーが出荷に消極的

紙質が悪い

仕入れ価格が割高

消費者が選択しない

小売店数

Ｈ11 Ｈ16 Ｈ19

 

再生プラ利用商品を販売するうえでの課題

4

7

1

10

3

20

5

13

11

18

3

5

6

14

その他

公的機関で指定されていない

メーカーが出荷に消極的

デザインに制限があり販売しにくい

消費者の認知度が低い

消費者が選択しない

小売店数

Ｈ11 Ｈ16 Ｈ19
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詰め替え型商品を販売するうえでの課題

2

1

3

1

6

11

14

3

2

5

2

3

13

2

2

4

7

6
6

その他

ボトルが汚れやすい

陳列しにくい

メーカーが出荷に消極的

手間がかかり受け入れられにくい

消費者が選択しない

商品の種類が少ない

小売店数

Ｈ11 Ｈ16 Ｈ19

 

 

３．使用済製品の引取りについて 

（１）使用済製品引取りの有無 

 前回と比べ2.4ポイント低下しているが、使用済製品を消費者から引き取っている小売店の

割合は69％である。 

使用済製品の引取状況

67.0

71.4

69.0

33.0

28.6

31.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

Ｈ11

Ｈ16

Ｈ19

引き取っている 引き取っていない
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（２）引き取っている使用済製品の種類 

引き取っている使用済製品

2.8

2.8

5.6

8.3

8.3

13.9

11.1

5.6

25.0

38.9

41.7

25.0

2.9

2.9

5.7

11.4

22.9

31.4

22.9

31.4

11.4

31.4

34.3

54.3

45.7

3.4

3.4

3.4

3.4

6.9

10.3

10.3

13.8

20.7

34.5

48.3

55.2

8.3

11.1

16.7

8.3

8.6

8.6

6.9

10.3

17.2

34.5

6.9
その他

衣類、古布、ふとん等

紙箱

古紙

紙袋、包装紙

使用済み食用油

段ボール

その他のびん

家具、じゅうたん等

電気製品

アルミ缶

スチール缶

乾電池

PETボトル

一升びん

ビールびん

発泡スチロールのトレイ

飲料用紙パック

対応小売店の割合（％）

Ｈ11 Ｈ16 Ｈ19

 

5.6 
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（３）使用済製品引取りの課題 

使用済製品引取りの課題

4

3

16

12

9

11

10

9

15

9

14

17

1

2

4

11

12

16

その他

引き取ったものの需要が不安定

リサイクルさせるルートがない

メーカーが分別しやすい製品設計を行っていない

保管場所がない

分別・洗浄・保管に手間とコストがかかる

不完全な分別状態で持ち込まれる

引き取ったものに異物が付着している

小売店数

Ｈ11 Ｈ16 Ｈ19

 

 

４．過剰包装の抑制、修理対応、消耗品交換など廃棄物削減への取組みについて 

（１）簡易包装への取組状況 

 簡易包装に取り組んでいる小売店の割合は82.8％で、上昇傾向にある。 

簡易包装への取組状況

69.0

77.1

82.8

28.0

22.9

10.3

3.0

6.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

Ｈ11

Ｈ16

Ｈ19
取り組んで
いる

取り組んで
いない

無回答

 
 

（２）簡易包装実施の課題 

簡易包装実施の課題

1

9

13

18

6

11

14

その他

贈答品などは簡易包装になじまない

製品保護や衛生管理のためなじまない

消費者の理解が不十分

小売店数

Ｈ11 Ｈ16 Ｈ19

 

 

3 
1 
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（３）食料品等量り売りの実施状況 

 量り売りに取り組んでいる小売店の割合は48.3％で上昇傾向にある。 

食料品等量り売りの実施状況

33.0

45.7

48.3

64.0

42.9

41.4

11.4

3.0

3.46.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

Ｈ11

Ｈ16

Ｈ19

実施してい
る

実施してい
ない

量り売り可
能な商品を
扱っていな
い
無回答

 
 ※「量り売り可能な商品を扱っていない」の選択肢はH16調査から追加 

 

（４）量り売り実施の課題 

量り売り実施の課題

2

5

16

11

9

11

3

4

10

12

16

13

3

3

6

7

9

10

その他

パッケージされた状態で納品されるため不可能

買い物袋を持参してもらうのは困難

混雑時の対応ができない

人手を用意するとコストがかかる

衛生管理の面で困難

小売店数

Ｈ11 Ｈ16 Ｈ19

 

 

（５）レジ袋排出抑制に関する目標の設定状況 

 37.9％の小売店が、レジ袋の排出抑制に関する目標を定めている。 

レジ袋削減目標の設定状況

無回答
6.9%

目標を定め
ていない
55.2%

目標を定め
ている
37.9%
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（６）レジ袋排出抑制のための具体的な取組み 

レジ袋排出抑制の具体的取組み

6

8

14

5その他

有料化

意思確認の徹底

マイバッグ等の提供

スタンプ制

小売店数
 

 

（７）レジ袋の排出抑制に対する考え 

レジ袋排出抑制に対する考え

1

1

2

4

4

14

21

その他

店のイメージダウンになる
分からない

店のイメージアップになる

サービス低下が懸念される

コスト削減につながる

環境改善につながる

小売店数

 

 

（８）レジ袋有料化の予定 

 93.1％の小売店が、有料化の予定がない又は分からないと回答している。 

レジ袋有料化の予定

あり
3.4%

無回答
3.4%

分からない
41.4%

なし
51.7%
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（９）レジ袋を有料化しない理由 

レジ袋を有料化していない理由

4

6

10

12

15

その他

売り上げに影響がある

客のニーズ

同業者が取り組んでいない

客へのサービス

小売店数

 

 

（10）レジ袋を有料化する場合の課題 

レジ袋有料化の課題

1

10

12

18

25

その他

地域住民の協力

周辺小売店の取組み

行政の協力

客の理解

小売店数

 
 

（11）販売した商品の修理や部品交換の対応状況 

 過去の調査と比べると低下傾向にあるが、販売した商品の修理や部品交換に対応している小

売店の割合は34.5％である。 

修理・部品交換への対応状況

44.0

42.9

34.5

50.0

20.0

34.5

37.1

31.0

6.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

Ｈ11

Ｈ16

Ｈ19

行っている

行っていない

修理・交換でき
る商品を扱って
いない

無回答

 
 ※「修理・交換できる商品を扱っていない」の選択肢はH16調査から追加 
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（12）修理や部品交換に対応している商品の種類 

修理や部品交換に対応している商品

5.6

16.7

5.6

8.3

22.2

30.6

25.0

5.7

8.6

17.1

20.0

40.0

31.4

6.9

6.9

6.9

10.3

17.2

24.1

27.6

その他

家具

パソコン

衣料品

靴・かばん

家電製品

時計・めがね

対応小売店の割合（％）

Ｈ11 Ｈ16 Ｈ19

 

 

（13）修理や部品交換対応の課題 

修理や部品交換対応の課題

4

5

4

5

2

4

8

1

2

1

4

6

7

13

1

1

1

1

7

8

13
13

その他

メーカーからの関連情報がない

対応してくれるメーカーの窓口がない

手間がかかる割に利益が薄い

代金の支払いに抵抗を感じる人が多い

修理等に要する時間を待たせられない

コストが高いため新品販売の方が安い

修理等をできる人材がいない

小売店数

Ｈ11 Ｈ16 Ｈ19

 

 

５．行政に対する要望 

行政に対する要望

5.7

2.9

2.9

14.3

40.0

62.9

3.4

20.7

37.9

55.2

その他

環境対策経費借入れに係る利子補給制度

環境対策経費の貸付制度

優良店の認定制度

相談及び情報提供窓口の設置

環境対策経費への補助金制度

回答した小売店の割合（％）

Ｈ16 Ｈ19

 

 

9 

3.4 
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Ⅳ ＮＰＯ等アンケートの結果（全国の値は環境省が平成17年 9月に実施した調査の結果） 

１．団体の概要及び体制について 

（１）団体の活動開始時期別内訳 

 県調査では、57.7％の団体が2000年以降に活動を開始している。 

団体の活動開始時期

15

15.4

13 21 27

11.5

24

57.73.8 7.7 3.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全国

県 1970年代以前

1980年代

1990年～1994年

1995年～1999年

2000年以降

無回答

 

 

（２）団体の種類別内訳 

 県調査では 80.8％がＮＰＯ法人で、全国調査では個人中心の任意団体が 50％、ＮＰＯ法人

10％と大きく異なっている。 

団体の種類

33

80.8

50

15.4

11 1

3.8

5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全国

県

民法法人（社団法
人又は財団法人）

特定非営利活動法
人（ＮＰＯ法人）

その他の法人格を
持つ法人

任意団体（企業関
係者中心）

任意団体（個人中
心）

 
 

（３）団体の個人会員数別内訳 

 県調査では、全国調査と同様に21～50人規模の団体の割合が最も高い。 

団体の個人会員数

8

11.5

8

11.5

10

7.7

22

26.9

16

7.7

13

15.4

12

11.5

1

7.7

4 6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全国

県

なし

1～10人

11～20人

21～50人

51～100人

101～200人

201～500人

501～1,000人

1,000人以上

無回答（国：把握していない）
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（４）団体の団体会員数別内訳 

 県調査では、全国調査と同様に団体会員の存在しない団体が約４割と最も高い。 

団体の団体会員数

41

38.5

22

26.9

8

11.5

1

3.8

7

3.8

8 6

7.7

7

7.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全国

県

なし

1～5団体

6～10団体

11～20団体

21～50団体

51～100団体

101団体以上

無回答（国：把
握していない）

 

 

（５）団体の財政規模別内訳 

 県調査では、300 万円未満の財政規模の団体が国と同様に約６割を占めているが、5,000 万

円以上の団体はなかった。 

団体の財政規模

10

7.7

18

11.5

12

23.1

18

19.2

7

7.7

9

11.5

16

19.2

9 1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全国

県

10万円未満

10～50万円未満

50～100万円未満

100～300万円未満

300～500万円未満

500～1,000万円未満

1,000～5,000万円未
満
5,000万円以上

無回答（国：把握し
ていない）

 

 

（６）団体の常勤スタッフ配置状況 

 県調査では、常勤スタッフを配置している団体の割合は53.9％で、全国に比べ高い。 

常勤スタッフの配置状況

24

30.8

10

15.4

12

7.7

54

46.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全国

県
いる（全員有給）

いる（一部有給）

いる（全員無給）

いない
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（７）主たる事務所の所在形態 

 県調査では、専用の事務所を有する団体の割合は42.3％で、全国に比べ高い。 

事務所の形態

6

15.4

20

26.9

49

38.5

9

3.8

11

15.4

3 2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全国

県
専用自己所有

専用賃貸

会員自宅や勤務先

他団体と共同所有

他団体と共同賃貸

特に限定していない

その他

 

 

２．環境保全に関する活動について 

（１）現在行っている環境保全に関する活動分野 

現在行っている主たる活動分野

1

3
3

6
7

9
11

11
11

12
14

16

3その他

地盤沈下防止

騒音・振動防止

酸性雨防止

大気保全

有害化学物質削減

野生生物保護

土壌環境保全

森林保全

自然保護・創出・緑化

地球温暖化防止

水質保全

消費・生活

限定せず環境保全全般

地域環境づくり

廃棄物・リサイクル対策

団体数
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（２）今後力を入れたい環境保全に関する活動分野 

今後力を入れたい活動

2

3

3

4

4

5

5

5

5

6

7

9

2その他

地盤沈下防止

騒音・振動防止

酸性雨防止

大気保全

森林保全

野生生物保護

消費・生活

地域環境づくり

限定せず環境保全全般

自然保護・創出・緑化

土壌環境保全

有害化学物質削減

水質保全

地球温暖化防止

廃棄物・リサイクル対策

団体数
 

 

（３）環境保全に関する主たる活動内容と活動範囲 

 各団体が主体となる活動では、市町村レベルの活動範囲が多くなっているが、各主体の活動

支援では、県レベルが多く活動範囲が広域化している。 

環境保全に関する活動内容と活動範囲

1

1

2

1

2

2

1

1

4

3

2

5

5

3

5

7

8

5

4

8

8

7

4

5

6

7

9

10

12

17

2
2

0 2 4 6 8 10 12 14 16 18

各主体の活動支援（その他）

各主体の活動支援（ネットワーク形成）

各主体の活動支援（連携・パートナーシップ）

専門知識を活かした提言

調査研究

環境教育や環境学習

情報提供・普及啓発

環境保全の実践活動

団体数

世界 全国 四国 県 市町村
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３．循環型社会づくりに関する活動について 

（１）循環型社会形成推進基本計画（国の計画）及び第二次えひめ循環型社会推進計画（県の

計画）の内容認識度 

 国の計画をよく知っている又はおおよそ知っている団体の割合は、県調査では 65.4％と全

国に比べ 10 ポイント高い。また、県の計画については、よく知っていると回答した団体はな

く、おおよそ知っていると回答した団体が38.5％で、国の計画に比べ低くなっている。 

循環型社会形成推進基本計画の内容認識度

12

7.7

43

57.7

31

15.4

13

19.2

1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全国

県 よく知っている

おおよそ知っている

聞いたことがある

知らない

無回答

 

第二次えひめ循環型社会推進計画の内容認識度

38.5 23.1 38.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

県

よく知っている

おおよそ知っている

聞いたことがある

知らない

 
 

（２）循環型社会づくりに関する活動の状況 

 県調査では、全国調査と同様に約８割の団体が循環型社会づくりに関する活動を展開してい

る。 

循環型社会づくりに関する活動状況

78

80.8

21

15.4 3.8

1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全国

県
行っている

行っていない

無回答
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（３）現在行っている循環型社会づくりに関する活動及び今後力を入れたい活動の内容 

循環型社会づくりに関する活動について

4

2

2

3

3

1

3

2

2

3

5

5

3

5

6

3

3

5

8

6

2

3

4

4

4

4

5

5

6

6

6

6

7

7

8

8

8

9

9

13

2
2

不法投棄の監視（実践活動）

コミュニティービジネスづくり（実践活動）

有害物質のごみ問題啓発（情報提供・普及啓発）

クリーンアップイベントへの参加促進（情報提供・普及啓発）

その他の実践活動

グリーンコンシューマーに関する活動（情報提供・普及啓発）

その他の情報提供・普及啓発

調査研究

ごみゼロイベント・食器リユース（実践活動）

フリーマーケットの開催（実践活動）

リサイクル品・再生品の製作・販売（実践活動）

３Ｒ、ごみ減量促進に関する活動（情報提供・普及啓発）

バイオマス活用に関する活動（情報提供・普及啓発）

廃食油の活用に関する活動（情報提供・普及啓発）

資源回収及び資源循環の仕組みづくり（実践活動）

クリーンアップなど美化清掃活動（実践活動）

環境配慮製品の開発・販売、マイバッグ運動（実践活動）

廃食油の活用に関する活動（実践活動）

専門知識を活かした政策提言

バイオマス活用に関する活動（実践活動）

分別・リサイクルに関する活動（情報提供・普及啓発）

環境教育や環境学習

団体数

今後力を入れたい活動 現在行っている活動

 

（４）循環型社会づくり活動における他主体との協力状況 

 全国をやや下回るが、県調査では、他の主体と協力し活動している団体の割合は 80.8％で

ある。 

他の主体との協力状況

89

80.8

10

15.4

1

3.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全国

県 協力している（また
は協力を得ている）
協力していない

無回答

 
 



 31 

（５）活動内容別の他主体との協力状況 

実践活動の共同実施

4

3

2

8

6

5

9

2

0 2 4 6 8 10

有識者専門家

マスメディア

事業者

ＮＰＯ市民団体

町内会など

学校

県・市町

国

団体数

助成金の支給

1

0 2 4 6 8 10

有識者専門家

マスメディア

事業者

ＮＰＯ市民団体

町内会など

学校

県・市町

国

団体数
 

助成金の受給

2

1

1

8

0 2 4 6 8 10

有識者専門家

マスメディア

事業者

ＮＰＯ市民団体

町内会など

学校

県・市町

国

団体数

講師の派遣

1

3

4

7

5

1

0 2 4 6 8 10

有識者専門家

マスメディア

事業者

ＮＰＯ市民団体

町内会など

学校

県・市町

国

団体数
 

講師の依頼

1

3

2

2

4

0 2 4 6 8 10

有識者専門家

マスメディア

事業者

ＮＰＯ市民団体

町内会など

学校

県・市町

国

団体数

施設・設備の貸与

1

1

1

0 2 4 6 8 10

有識者専門家

マスメディア

事業者

ＮＰＯ市民団体

町内会など

学校

県・市町

国

団体数
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施設・設備の借用

1

1

1

0 2 4 6 8 10

有識者専門家

マスメディア

事業者

ＮＰＯ市民団体

町内会など

学校

県・市町

国

団体数

共同研究・調査

1

2

2

4

1

2

1

0 2 4 6 8 10

有識者専門家

マスメディア

事業者

ＮＰＯ市民団体

町内会など

学校

県・市町

国

団体数
 

情報交換

3

9

4

7

3

3

5

2

0 2 4 6 8 10

有識者専門家

マスメディア

事業者

ＮＰＯ市民団体

町内会など

学校

県・市町

国

団体数

共同提言

1

4

1

1

1

0 2 4 6 8 10

有識者専門家

マスメディア

事業者

ＮＰＯ市民団体

町内会など

学校

県・市町

国

団体数
 

活動に関する助言

2

6

3

7

3

3

3

0 2 4 6 8 10

有識者専門家

マスメディア

事業者

ＮＰＯ市民団体

町内会など

学校

県・市町

国

団体数

活動に関する相談

1

4

3

8

3

2

2

0 2 4 6 8 10

有識者専門家

マスメディア

事業者

ＮＰＯ市民団体

町内会など

学校

県・市町

国

団体数
 

複数主体の連絡調整

1

4

2

4

1

1

1

0 2 4 6 8 10

有識者専門家

マスメディア

事業者

ＮＰＯ市民団体

町内会など

学校

県・市町

国

団体数
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（６）循環型社会づくり活動の充実に必要としているもの 

活動の充実に必要なもの

1

7

9

9

9

13

13

14

15

18

その他

特になし

活動拠点の充実

自らの活動情報の発信

他の主体との連携・協働

社会的信頼性の向上

スタッフの育成

活動を促進する上での有益な情報の入手

活動資金の確保

参加者の増加

スタッフの確保（専門性を有する人材など）

団体数
 

 

（７）循環型社会づくり活動を充実させるために行政に期待する支援策 

行政に期待する支援策

1

2

6

6

6

8

8

8

8

9

9

11

18

その他

特になし

税制の優遇

専門家の育成と提供

行政との人材交流

行政情報の提供

資金、拠点、人材等に関する情報整備と情報提供

スタッフの育成の研修

県民、企業等への民間団体に関する情報提供

活動拠点の提供

施設・資機材の提供

情報交換の場や機会の提供

資金の援助

団体数
 

 

４．その他（循環型社会づくりのために有効と思われるＮＰＯ等の活動） 

・ＮＰＯ同士が協力し合えるワークショップの開催 

・生ごみ減量のために家庭内での処理を推進すること 

・企業との交流促進 


